
1 

会 議 録 

会 議 名 令和 7年度第 1回戸田市障害者施策推進協議会 

開催日時 令和７年７月２８日（月） 午後２時から午後４時まで 

開催場所 戸田市役所５階 ５０１会議室 

会長氏名 田中 恵美子 

委員出欠席 

□ 田中
た な か

 恵美子
え み こ

会長 □ 小山
こ や ま

 一美
か ず み

 委員 □ 駒
こま

﨑
ざき

 嘉一
よしかず

 委員 

 □ 青島
あおしま

 慶
よし

拓
ひろ

 委員  □ 佐藤
さ と う

 太
たか

信
のぶ

 委員  □ 友坂
ともさか

 友子
と も こ

 委員 

 □ 稲辺
い な べ

 忠奎
ちゅうけい

 委員  ■ 朝日
あ さ ひ

 和代
か ず よ

 委員  ■ 米山
よねやま

 美穂
み ほ

 委員 

 □ 竹嶋
たけしま

 紘
ひろし

 委員  □ 川上
かわかみ

 幸子
さ ち こ

 委員  □ 田村
た む ら

 利子
と し こ

 委員 

 □小林
こばやし

 加名子
か な こ

副会長  □ 今井
い ま い

 教
たか

雄
お

 委員  ■ 後藤
ご と う

 盛
もり

聡
とし

 委員 

 □熊坂
くまさか

 梢
こずえ

委員  □ 石塚
いしづか

 忠
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雄
お

 委員  □ 横山
よこやま

 正明
まさあき

 委員 

□ 櫻井
さくらい

 聡
さとし

 委員    

※ □ 出席 ・ ■ 欠席 

事 務 局 

健康福祉部  清水次長 

障害福祉課  長友課長 金田主幹 小島主幹 廣井副主幹 奥富副主幹  

松本主任 鈴木主任 佐藤主事補 

戸田市障害者基幹相談支援センター 猪野所長 

議  事 
（１）戸田市障がい者総合計画の進捗管理について 

（２）精神障害者にも対応した地域包括システムについて 

報  告 
（１）戸田市地域自立支援協議会について 

（２）戸田市立心身障害者福祉センター改修工事に係るアンケート結果について 

会議結果  別紙、会議の経過のとおり 

会議録確定  令和 7年 9月 11 日 会長氏名 田中 恵美子 

※本議事録では、戸田市障害者施策推進協議会を「施策協」、戸田市障害者地域自立支

援協議会を「自立協」と表記する。 
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会議の経過 

会議の進行・発言内容・決定事項 

１．戸田市障害者施策推進協議会開会 

事務局より、開会が宣言された。委員１９名のうち１６名の出席のため、過半数に達

し、本協議会が成立することが確認された。 

２．あいさつ 

会  長 会長あいさつ 

会議の進行・発言内容・決定事項 

３．議事 

議題 1 戸田市障がい者総合計画の進捗管理について 

事務局 議題１について、資料１に基づき説明※戸田市障害者基幹相談支援

センターに関する項目のみ猪野所長より説明 

委員 「発達障がいに対する理解促進」について、戸田市のホームページ

では、発達障害の問題点や生きづらさばかりが強調されているが、実

際には発達障害の人たちには強みもたくさんあり、例えば専門的な知

識や集中力、創造性などの長所も含めて記載していただきたい。発達

障害への正しい理解を促進するには、マイナス面だけでなくプラスの

面も伝えることが大切である。 

次に、地域生活支援拠点の整備について、重度障害のある人が地域

で暮らす際、一番の問題は住まいの確保であり、障害福祉サービスを

含めたサービスの活用は重要である。この問題に対処するため、居住

支援協議会にて、福祉部門から建設部門へ働きかけていただきたい。 

さらに、重度障害者の地域生活支援についても、従来の支援パター

ンから脱却し、より柔軟な取り組みが必要である。例えば、重度障害

者が地域の中で生活するためのモデル事業のようなものを検討しては

どうか。このような取り組みを通じて、実践的なレベルでの様々な検

討が求められると考える。 

委員 資料 1-2 の発達障害、高次脳機能障害などの理解に関する表につい

て、表中の「注意欠陥/多動性（ADHD）」という表現だが、2023年から

は診断名として「注意欠如多動性障害」と言われている。これは「欠

陥」という表現が当事者や保護者にとって非常に傷つくという声があ

り、「欠如」に変更されたと考えられる。 

保護者たちも「注意欠如多動性」という表現を使用している。市役

所や支援機関の方々には「注意欠陥」という言葉が傷つく可能性があ

ることをご理解いただきたい。厚生労働省と文部科学省の表記に加え

て、新しい表現も併記するなどの配慮をお願いしたい。 

また、資料 1-1 について、4 番の「福祉施設から一般就労への移行

など」で令和 8 年度となっているが、これは年度ごとに実績値が出る

のか。 

事務局 目標値については、令和 6 年度から令和 8 年度までの目標値として

設定している。 

委員 地域生活移行支援について、地域生活への移行者数が 0 となってい

る点に関して、施設入所者や保護者の声を聞いた結果、地域生活への

移行が難しいという話があった。これは強度行動障害のある方への支

援体制の整備が未実施であることと密接に関連していると考えてい

る。 

地域で強度行動障害のある方を受け入れる体制ができていない状況
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で、施設から地域に戻すことは現実的ではない。保護者は、そのよう

なリスクの高い選択はできない。 

地域で強度行動障害のある方が暮らせるという実績が出て初めて、

施設から地域への移行を検討できる。現状では施設で安全に暮らして

いる状態から、理解が追いついていない地域に戻すことは非常にリス

クが高いと感じる。特に、親亡き後に、障害のある子どもを一人で地

域に残すことは極めて困難である。   

今後の取り組みにおいて、施設から地域への移行を考える際には、

強度行動障害のある方が地域で暮らすための課題が大きく関わってい

ることを、関係者の皆様に理解していただきたい。 

会長 その他、2-2 のグループホームについてはいかがか。 

委員 進捗状況の評価について、A という評価が、あくまで関係者が「取

り組みました」という意味での A であることは理解している。しか

し、保護者や当事者からすると、多くの項目で「こんなの A にならな

いだろう」と感じている。 

グループホームなどの問題は複雑で多岐にわたるため、難しさは理

解している。しかし、「社会での福祉・人権教育の充実」に関しては

戸田かけはし高等特別支援学校ができて少し進歩はあったものの、小

中学校の学齢期の子どもたちは依然として和光特別支援学校、和光南

特別支援学校に通っており、肢体不自由のある子どもも高等部まで戸

田市から和光市へ通わなくてはならない。 

地域の小学生は和光特別支援学校、和光南特別支援学校の状況を見

たこともなく、どのような子どもたちがいるのかも知らない。支援学

級のある学校で促進活動を一生懸命行っているにもかかわらず、12校

中 4 校しか実施しなかった戸田市の状況には疑問を感じる。残りの 8

校や、そこに在籍する子どもたちは心と情報のバリアフリーに全く興

味がないのかと感じる。それでも、目標値を達成したから A という評

価になっていることに違和感がある。 

委員 資料 1-1 と 1-2 を全体的に見て、評価が「数値目標を達成した」

や、評価 Aという形で表記されていることに違和感がある。 

特に、施策協に参加している方々の中には、障がい者総合計画に詳

しくない方や初めて出席された方もいるだろう。そういった方々が、

この評価結果だけを見て「福祉がこれほど進んでいる」と捉えしてし

まう可能性がある。 

私は評価 A や B という結果自体はそれほど重要ではないと考えてい

る。むしろ、障がい者総合計画がどのような目標を掲げ、どのような

課題があり、どのように実施されたのかという点が重要だ。たとえ評

価が Aであっても、必ず課題は存在するはずだ。 

そのため、評価結果に加えて、達成できた点と達成できなかった課

題、今後改善すべき点をしっかりと表記し、施策協で情報を共有すべ

きだ。その上で、どのような意見があり、どのように施策を推進して

いくべきかを議論する必要がある。 

委員 いただいた内容を、障害福祉課と共有しながら今後の自立協の運営

を進めていきたい。 

委員 資料 1-2 の 1 ページ、番号 3「情報提供体制の充実」について、先

日の参議院議員選挙で投票に行った際、耳が聞こえないことを受付に

伝えたが、スムーズな対応がなされなかった。事前に聴覚障害者への

対応について準備がされていれば、もっとスムーズに対応できたはず
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だ。このような実態があるにもかかわらず、A 評価とされていること

に疑問を感じる。 

次に、ふるさと祭りについて、開催目的が明確でないと感じ、利益

や売り上げを優先しているように見受けられる。文化会館で行われる

様々なイベントでは、当事者団体と支援団体が一緒に発表を行い、手

話に対する理解の普及を促進している。しかし、今年から参加費が 2

倍に値上がりした。 

このような状況を踏まえ、ふるさと祭りにおける発表の場の目的を

改めて確認したい。参加費の値上げが、障害者団体の参加を困難にす

る可能性があることを懸念している。 

委員 児童青少年課の記載に関連して、学校教育、特に福祉教育について

は実施されていると認識しているが、最近の子どもの非行の増加につ

いて懸念がある。青少年の非行防止に向けた教育をさらに充実させて

いただきたい。福祉教育だけでなく、モラルや倫理観を育む教育も重

要だと考える。 

委員 資料 1-2 の進捗管理について、評価 A となっている項目でも、評価

理由が実施状況と似たような記載になっている。この障がい者総合計

画は令和 8 年度までのものであるため、令和 8 年度末までの 1 年半で

取り組むべき課題は何なのか、明確にすべきである。A 評価であって

も残された期間での課題を挙げ、共有できるようにしたほうがよい。 

また、基本方針 3 の「健やかな育ちと学びのまち」の項目で、「イ

ンクルーシブ教育を含め、障がい児の地域社会への参加・包容（イン

クルージョン）を推進し」とあるが、現在インクルーシブ保育やイン

クルーシブ教育が重視されている中で、市がどのような方向性を目指

しているのか、より明確にすべきである。 

私としては「障害のある児童・生徒の可能性を最大限に伸ばし、自

己表現する基礎を確立します」という個人レベルの目標よりも、イン

クルーシブ保育・教育をどのように進めていくかという、より具体的

な方針や目標を示すべきだと考える。 

委員 2 ページの 1-7-3「交流の促進」の項目 25 で、協働推進課が担当と

なっているが、評価理由に「開催中止ではあったが、障がい者団体に

よる出店準備を進めていた」とある。実際に昨年、福祉会が出店の申

込みをしており、そこで障害福祉のことを知っていただこうと、車い

すの乗車体験などを計画していた。 

しかし、出店料が 5 万円程度かかるとのことであった。福祉を理解

していただくために、担当課からの出店料に係る説明には我々も公平

に対応していたが、障がい者総合計画のアンケート結果を見ると、地

域の行事やお祭りに参加している障害者の割合が 20％以下である。 

この状況で、協働推進課の取り組みが評価 A となっていることに疑

問がある。そもそも出店料を徴収することも、福祉の理解啓発という

目的からかけ離れてしまうのではないか。 

この点について、障害福祉課と協働推進課で話し合いをしていただ

きたい。 

委員 評価 Aとなっている項目について、この先の目標はどうするのか。 

次に、地域のお祭りについて、昔は障がい者団体の出店は無料や割

引があったが、最近は出店料が高くなっている。電気代なども含める

と、障がい者が作った商品を売っても赤字になるため、最近は出店を

控えている。他の団体も同様の理由で出店をやめる傾向にある。福祉
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だからといって無料を求めているわけではないが、少しでも収益が残

るような配慮をしてほしい。 

評価 A ならば、今後の努力は必要ないのかという疑問も感じてい

る。私は 20 年ほどこの仕事に携わってきたが、行政には現場をもっ

と見てほしい。人手不足の中、メンバーが汗を流し、外出から戻った

利用者をクールダウンさせながら次の仕事に取り組むなど、職員がい

かに疲弊しているか、細かいところまで見ていただきたい。シルバー

人材の方々にも助けていただいているが、彼らも適切な自己管理と報

酬を必要としている。ボランティアの確保も難しくなっている。 

このような現実を、行政にはしっかりと見ていただきたい。 

事務局 A 評価となっている項目については、新たな課題を見出し、さらに

進化・深化させていくための取り組みが数多くあると考えられる。基

幹相談支援センターとしては、特に相談支援体制の強化、相談支援員

の質の向上、自立協や部会の充実に注力したい。 

今後も障がい者総合計画の実現に向けて積極的に関わり、現場の実

情や課題を把握し、より良い支援体制の構築に努めていく。 

委員 支援体制の改善に対して感謝しつつも、現場の声が十分に届いてい

ないことを強く感じている。市の作成するデータには反映されていな

い支援者の苦労が多々あることを、行政には理解していただきたい。 

また、障害の判定を受ける前の段階にある方々が支援につながる方

法がわからず、市役所や地域相談員に相談できると言われても、そこ

にたどり着けない人がいる問題があり、その点も行政には理解してい

ただきたい。 

また、保育園や学校における障がい児とその保護者の孤立も深刻な

問題である。育成枠で保育園に通う子どもの保護者は、他の保護者と

のつながりが持ちにくく、孤立しがちである。この状況は小学校に進

学するとさらに悪化する。 

これらの問題に対して、障害が判明する前の段階にある人々へのサ

ポートシステムを再考すること、保育園で障がい児を持つ保護者が他

の保護者とつながるシステムを構築することをお願いしたい。 

委員 今回 A の評価をさらに上のレベルに到達できるか、一緒に考えてい

く必要があるということではないか。 

5 ページの生活基盤の整備、特に地域生活支援拠点等の整備につい

て、市が社会福祉協議会に重層的支援体制の整備を委託したと聞いて

いる。これは障害のある方やそのご家族を含めた生活課題の複合化に

対応するものだと認識している。 

この点を踏まえ、地域生活支援拠点等の整備と、その下の「にも包

括」の地域包括ケアシステムに、重層的支援体制構築事業を関連付け

て考えることが重要である。 

令和 8 年度までまだ 1 年間あるため、これらの要素を絡めた形で取

り組むことで、我々が目指すところがさらに 1 歩、2 歩進むのではな

いかと考える。 

委員 今年度、重層的支援体制整備事業の委託を受け、その体制強化に取

り組んでいる。これまでは市の各部署が個別に対応してきたが、悩み

が外に出てこない家庭や複雑な問題を抱える家庭が適切な相談先を見

つけられないケースが多かった。重層的支援体制の目的は、そういっ

た方々が相談に訪れた際に、「うちの問題ではない」と断られること

なく、適切な支援につながることである。 
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各家庭の抱える問題に対し、社会とのつながりを保ちながら改善策

を考えていくことが重要である。 

さらに、社会福祉協議会ではボランティアの育成も行っているが、

地域の担い手とボランティア活動をしている人の認識には違いがあ

る。自己実現としての活動から、真に地域のために活動するという意

識へと変化していくことが望ましい。しかし、まだそこまでには至っ

ておらず、現在活動している担い手の方々は大変な状況にある。 

社会福祉協議会としては、これらの課題に対して皆さんと協力しな

がら、より良い支援体制を構築していきたいと考えている。 

委員 障害福祉課や教育委員会から「できない」ことを明確に伝えること

は親の為になることだと思う。この視点は、今後の障害福祉サービス

や教育支援の在り方を考える上で重要となる。 

会長 議題 1は承認とする。 

議題 2 精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムについて 

事務局 議題 2について、資料 2に基づき説明  

委員 「にも包括」という言葉は、これまで取りこぼされがちだった障が

い者にも対応を広げるという意味合いだと理解している。 

医療に関しては、我々も深刻な問題を抱えている。発達障害の専門

医の予約が半年先でないと取れないという現状がある。医師の診断が

サービス利用の要件となっている場合、今困っていても最低でも半年

以上待たなければサービスが受けられない状況である。 

恐らく他の障害の団体も、この医療の問題については同様に満足で

きていないのではないだろうか。これは非常に重要な問題であり、に

も包括の中でも重点的に取り組むべき課題だと考える。 

しかし、この問題は精神障がいに限らず、市全体で、すべての障が

いのある方の医療に関する課題として捉えるべきだ。これまでも取り

組んでいただいているにもかかわらず、ほとんどの障がいのある方が

困っている現状があるということは、非常に難しい問題であることを

示している。この点を改めてご理解いただきたい。 

また、社会参加や地域に関する評価が B となっているのも、すべて

の障がいのある方に対する取り組みがまだ十分でないからだと考えら

れる。一部の障がいだけでなく、すべての障がいに対応できていない

ことが、この評価に繋がっていると考えるべきである。 

委員 にも包括は精神障害者保健福祉手帳の所持者を対象にしているもの

か。手帳の所持者が令和 6 年度でどれくらいいるのか。精神通院医療

の利用者数がどれくらいいるのか。 

事務局 にも包括については、地域移行も含め、地域で障がい者の方を支え

ていくというのが今、国のすすめている事業である。その中でも特に

精神障害者の方については、施設から地域、長期入院から地域といっ

た部分の連携を強化していこうということで、国の方でも精神障害者

「にも」といういい方をして、新たに進めている事業である。これま

でもあった事業だが、ここに特化、強調した事業になっている。 

精神障害者保健福祉手帳の所持者数だが、令和 5 年度末で、1 級 73

名、2級 744 名、3級 484 名、合計 1,301 名である。 

そして自立支援医療（精神通院医療）の利用者は 2,336 名である。 

委員 精神障害者保健福祉手帳がなくても、「にも包括」支援の制度は利

用できるのか。 

事務局 名称が「精神障がいにも」になっているが、これはどなたでも利用
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が可能である。 

会長 Ｂ評価が多く予定通り取り組んでいるが、さらに上を目指して頑張

っていただきたい。 

議題 2については、承認とする。 

４．報告 

報告１ 戸田市地域自立支援協議会について、 

委員 報告１について、資料３に基づき説明 

会長 自立協における、地域生活に関連した部会の設置等について、年度

途中の設置が難しければ、次年度に検討いただけるか。 

事務局 地域生活支援拠点の部会の設置については、自立協に報告した上で

今後の方針について検討したい。 

委員 戸田市全体の障害者就労について、例えば、戸田市商工会議所に登

録している一般企業の場合、障害者雇用率はおよそ50％を少し超えて

いる程度であると思われるが、この数値が十分であるのかどうかも施

策協にて共有しておくべき課題であると考えられる。 

具体的には就労推進部会で、どのような形で取り組みがされてい

て、どのような課題があって、目標に対してどのような成果に結びつ

いているのかについて、施策協にて報告いただきたい。 

事務局 就労推進部会の目標については、障がい者総合計画の 99 ページに

記載の数値目標を基に考えている。例えば福祉施設から一般就労への

移行者数は、令和 8年度の目標が 18 人である。 

この目標実現のため、就労推進部会で話し合い、自立協、そして、

施策協で検討している流れである。障害者就労については、障害福祉

課のほか、経済戦略室やハローワークとも連携して進めている。障害

福祉課は障がい者側の支援が中心だが、企業側の考えも把握するた

め、関係機関と情報共有しながら進めている。 

本年度の具体的な事業は資料 3 には記載していないが、先ほどの目

標達成に向けて、就労継続 B 型事業所や企業からの意見聴取などを行

えればと考えている。 

委員 現在、戸田市では障がいのある方の就労先が市外に多く、特に支援

学校卒業生の市内での一般就労が少ない状況にある。市内に多くの企

業があるにもかかわらず、障がいのある方の就労に結びついていない

ことが課題である。また、保護者に十分な情報が届いていないことも

問題である。 

これらの課題に対し、就労推進部会では市内企業への働きかけ、教

育機関との連携強化、保護者への情報提供の充実を進めていく必要が

ある。今後、部会でこれらの課題を具体的に取り上げ、実効性のある

対策を検討していただきたい。 

報告２ 戸田市立心身障害者福祉センター改修工事に係るアンケート結果について 

事務局 報告２について、資料４に基づき説明 

委員 洋式トイレや多くの方が生活で使うようなトイレの部分、スペース

の大きさ等、様々な声をいただいている。多くの方が使うような設備

に関しては重点的に検討していただきたい。 

5. その他 
①障害者アート展について 

 ②戸田市手話言語条例施行５周年イベントについて 

③「戸田市重度心身障害者医療費の支給に関する条例の一部改正(案)」に係るパブリック・コメントについて 

④デフリンピックについて 

事務局 その他について、当日配布資料に基づき説明 
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委員 障がい者アート展にて自然素材を使ったものを禁止するルールにつ

いて、自然素材を使った作品で自分の内面の気持ちを示すこともある

が、自然素材を禁止するのはなぜか。 

事務局 現在アート展の展示場所として市役所 2 階ロビーと郷土博物館を利

用しており、特に郷土博物館での展示については、郷土博物館として

自然物についているカビやごみ等から保管されている貴重な資料を保

護するために禁止している。多くの方が郷土博物館での展示を希望し

ている点も考慮すると、一律で自然物の使用を禁止するという判断に

至った。 

委員 障害者アート展のポスターに記載のカレンダーにて、12月 6日のみ

曜日が入っていない。修正は今からでも可能か。 

事務局 可能な範囲で対応する。 

委員 事務局から説明のあった映画については、盲ろう者の生活の中での

苦しみや差別などを描いた映画であり、皆様もご覧いただきたい。 

デフリンピックについて、9 月 22 日には PR キャラバンカーが市役

所に来る予定である。それに併せてデフリンピックの周知、啓発をお

願いしたい。 

６. 閉会 

事務局  次回の第２回戸田市障害者施策推進協議会は年明け１月以降を予定し

ている。 

以上 

 


